
ひたちなか市長定例記者会見次第
日時：令和４年２月2２日（火）午後２時30分 
会場：第３分庁舎 防災会議室１・２　

１　開会 
２　市議会提出予定案件 
　　　（１）令和４年第１回ひたちなか市議会３月定例会提出予定案件 

　　○報告案件について（報告 第１号） 
　　○一般議案について（議案 第１号～第４６号） 

　　　（２）ひたちなか市の令和４年度当初予算の概要 
３　その他の案件 
　　　（１）組織改編について 
　　　（２）新型コロナウイルスワクチン接種事業について 
　　　（３）「ひとが咲くまち。ひたちなか」のロゴマークデザインが決定 
　　　（４）「市公式ウェブサイト」と「市公式LINE」がリニューアル 

４　イベント情報 
　　　（１）虎塚古墳石室壁画　春季一般公開
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ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.01３月定例記者会見資料

ひたちなか市の令和4年度当初予算の概要

557億7,500万円 
（対前年度　＋13億2,500万円　＋2.4％）

⭐「選ばれるまち」として更なる飛躍をするための予算 
令和3年度3月補正予算から継続性をもった取り組み 

・新型コロナウイルス感染症に対応して実施する主な事業　　　366,431千円　 

　新型コロナウイルスワクチン接種事業（3回目前倒し，小児接種）　　  48,519千円 
　プレミアム付地域商品券発行事業補助金　　　　　　　　　　　　　  156,329千円 
　地域公共交通利用喚起事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　24,000千円　ほか 
・国の補正予算，追加内示に対応して，令和4年度から前倒して実施する主な事業　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,828,541千円 
　佐和駅東西自由通路整備等工事委託料　　　　　　　　　　　　　　 781,500千円 
　東中根高場線常磐線立体交差新橋増設工事委託料　　　　　　　　　   60,000千円　 
　小中学校給食室改修，施設整備等　　　　　　　　　　　　　　　　 901,018千円



ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.02３月定例記者会見資料

１　市民の安全安心な暮らしを守るまちづくり



ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.03３月定例記者会見資料

１　市民の安全安心な暮らしを守るまちづくり

新型コロナウイルスワクチン接種事業 580,448千円 
防災情報配信事業 260,154千円 
雨水幹線整備事業 1,672,947千円 
市毛地内配水幹線更新事業 8,800千円 
大規模盛土造成地変動予測調査事業 22,066千円 
消防本部・笹野消防署整備事業 272,693千円

新規補正計上

新規

補正計上



ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.04３月定例記者会見資料

１　市民の安全安心な暮らしを守るまちづくり

　新型コロナウイルスワクチン接種事業 
　 新型コロナウイルスワクチンの市民への接種を引き続き 
　円滑に実施するため，国や県の動向を注視しつつ，医師会 
　等の関係機関と連携しながら接種体制の確保を推進。 
　３月から開始される小児接種についても，個別接種と集団 
接種を併用し，希望する小児が安全に接種できる体制を構築。 

580,448千円

【担当】健康推進課

補正計上



ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.05３月定例記者会見資料

１　市民の安全安心な暮らしを守るまちづくり

　雨水幹線整備事業 
　冠水被害解消に向け，高場流域，大島流域および東部
第２，武田，佐和駅東，六ッ野および船窪土地区画整理
地内において，雨水幹線の整備を実施。

1,672,947千円

　大規模盛土造成地変動予測調査事業 
　地震時の盛土の変形や崩壊を防止するため，市内の大
規模盛土造成地のうち，安全性を再確認すべき箇所を抽
出し，優先順位を考慮しながら確認調査を実施。

22,066千円

【担当】河川課

【担当】建築指導課

新規補正計上



ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.06３月定例記者会見資料

１　市民の安全安心な暮らしを守るまちづくり

　消防本部・笹野消防署整備事業 
　指令システム及びデジタル無線システムの全面的な更新
を含めた消防本部・笹野消防署の庁舎建替えに向けて，
令和６年度の供用開始を目指し，ひたちなか・東海広域
事務組合において庁舎建設工事を進める。 

272,693千円

【担当】広域・消防本部



２　生涯を通じていきいきと暮らせるまちづくり

ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.07３月定例記者会見資料



２　生涯を通じていきいきと暮らせるまちづくり

ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.08３月定例記者会見資料

後期高齢者保健事業 35,544千円 
地域密着型サービス施設整備事業 62,086千円 
地域・救急医療医師確保対策事業 53,805千円 
子宮頸がんワクチン接種事業 124,170千円 
風しん追加対策事業 24,275千円 
買い物等支援事業 300千円
国民健康保険事業 40,000千円

新規

新規補正計上



２　生涯を通じていきいきと暮らせるまちづくり

ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.09３月定例記者会見資料

　後期高齢者保健事業 
　高齢者が生涯にわたり健やかに暮らし続けられるよ
う，「保健事業」と「介護予防事業」を組み合わせ，一
体的に取り組む。健診結果等のデータを活用し，健康リ
スクの高い高齢者に対する個別支援や，地域の体操教室
などで集団指導をきめ細かく行う。

35,544千円

　子宮頸がんワクチン接種事業 
 ワクチンの積極的勧奨の再開に伴い，対象となる新中学
１年生から新高校１年生までの女性に対し，予診票とリ
ーフレットを個別送付。また，積極的勧奨を受けずに定
期接種の期間を過ぎた，１７歳から２５歳までの女性に
対しても，公費で接種の機会を提供する「キャッチアッ
プ接種」に関する通知を送付。

124,170千円

【担当】高齢福祉課

【担当】健康推進課

新規



２　生涯を通じていきいきと暮らせるまちづくり

ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.10３月定例記者会見資料

　風しん追加対策事業 
　定期予防接種を受ける機会がなかった男性を対象に，
令和元年度から３年間実施してきた抗体検査及びワクチ
ン接種を更に３年間延長し，感染拡大の防止を図る。

24,275千円

　国民健康保険事業 
 国保税の税率改正により多くの世帯に影響が生じること
から，独自の緩和策も講じて被保険者の負担軽減を図
る。

40,000千円

【担当】健康推進課

【担当】国保年金課

新規補正計上



３　子育て世代に選ばれるまちづくり

ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.11３月定例記者会見資料



３　子育て世代に選ばれるまちづくり

ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.12３月定例記者会見資料

結婚新生活支援事業 4,000千円

子育て世代・三世代同居住宅取得支援助成金交付事業 15,500千円

子育て世帯移住促進事業 1,737千円

子育て支援総合窓口運営事業 6,190千円

子ども家庭総合支援拠点整備事業 11,254千円

放課後児童対策事業 545,694千円

保育施設整備事業 195,509千円

民間保育士等処遇改善事業 144,775千円

特別支援教育事業 111,272千円

学習支援事業 10,308千円

新規

新規

拡大

補正計上



３　子育て世代に選ばれるまちづくり

ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.13３月定例記者会見資料

　子ども家庭総合支援拠点整備事業 
　家庭児童相談室に虐待対応専門員や事案ごとのリスク
を判断するスーパーバイザーを配置するなど，児童福祉法
に掲げる「子ども家庭総合支援拠点」の機能を新たに整
備。

11,254千円

　放課後児童対策事業 
　令和３年度から対象学年を６年生まで拡大した公立学
童クラブについて，新型コロナウイルス感染症による休
業等におけるタブレット学習に対応するためのＷｉ-Ｆｉ
環境を整備。また，放課後児童支援員の認定資格研修等
の受講を推進し，子どもの育成支援に関するスキル向上
に取り組むとともに，働きやすい環境づくりを進め，人
材の定着，安定確保を図る。

545,694千円

【担当】子ども政策課

【担当】青少年課

新規



３　子育て世代に選ばれるまちづくり

ひたちなか市
City of Hitachinaka

市議会提出予定案件

P.14３月定例記者会見資料

　民間保育士等処遇改善事業 
　民間の保育士と幼稚園教諭及び放課後児童支援員の処遇
改善に向けて，本年９月まで実施される国の新たな処遇改
善臨時特例事業を活用し，収入を引き上げるための補助を
実施。１０月以降も施設型給付費への上乗せや放課後児童
健全育成事業補助金により給与水準が維持されるよう，国
や県と歩調を合わせて取り組む。

144,775千円

【担当】幼児保育課・青少年課

新規補正計上


